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地域包括ケアの推進

地域包括ケアの基本的な考え方が共有されていない

地域包括ケアの良い事例が共有されていない

課題整理、プロジェクト・マネジメントが行えていない

事業化された内容の運用が難しい

ステーク・ホルダーの集合、チームづくりができていない

市町の中で事業化が難しい

事業の評価ができていない

介護保険法 第5条第3項

国及び地方公共団体は、被保険者が、可能な限り、住
み慣れた地域でその有する能力に応じ自立し
た日常生活を営むことができるよう、保険給付に係

る保健医療サービス及び福祉サービスに関する施

策、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の
軽減若しくは悪化の防止のための施策並びに地域におけ

る自立した日常生活の支援のための施策を、医療及び

居住に関する施策との有機的な連携を図りつつ包括的
に推進するよう努めなければならない。

三重県地域包括ケア研修「地域包括ケアの推進に向けて」（2013.7-8） 大西資料



第15回社会保障制度改革国民会議資料（H25.6.13）
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当初からの地域包括ケアイメージ

厚生労働省. 平成24年度地域包括ケア推進指導者養成研修（中央研修）資料

第15回社会保障制度改革国民会議資料（H25.6.13）



第15回社会保障制度改革国民会議資料（H25.6.13）

厚生労働省社会保障審議会介護保険部会（2013年1月21日）資料





地域包括ケア推進会議、地域ケア会議

市町村

地域包括ケ
ア推進会議

地域ケ
ア会議

・認知症早期受診
・経済的困窮
・老老介護
・・・

第15回社会保障制度改革国民会議資料（H25.6.13）



共通言語のための高齢者包括評価（CGA)

１．社会的環境（家族構成、経済状況等）

２．疾患

３．認知機能

４．うつ

５．日常生活動作（歩行や食事等）

６．視力・聴力・コミュニケーション能力

７．栄養状態

８．QOL（生活の質）

９．介護負担 など
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第15回社会保障制度改革国民会議資料（H25.6.13）



介護

医療＋介護

第15回社会保障制度改革国民会議資料（H25.6.13）

厚生労働省社会保障審議会介護保険部会（2013年1月21日）資料



「地域包括ケアシステムの構築における今後の
検討のための論点」から

◆市町村

 客観的評価とシミュレーション

 地域資源の確保と開発

◆介護事業者

 効果的・効率的なサービスの提供

 地域内の施設資源の有効活用

 介護サービスの質の評価

「地域包括ケアを主導するのは誰が行っていい、例えば尾
道では医師会が主導しているが、他の地域では他の人が
やっている。主導するのは誰がやるというのは決まってなく

て、主導する人がやればいい。だけど最終的に責任を
持つのは地方自治体」（慶応大・田中滋教授）

私見として
地域包括ケアのキモは・・・

真のアウトカムを含めた包括評価

と 情報

と スピード



求められるスピードとStudy

PDCAサイクルを提唱したE.デミングは
後に、入念な評価を行う必要性を強調し
てCheckをStudyに置き換えた。WikiPedia「 PDCA」より

合意形成のためには
ステークホルダーがそ
ろわなくてはいけない。
しかし問題や環境の変
化がある時、ステーク
ホルダーの思いも変
化する。

マルチステークホルダー合意形成と移行マネジメント
東京大学 城山英明教授講義資料より
http://www2.ir3s.u‐tokyo.ac.jp/esf/images/activity/symposium_20120206_shiroyama.pdf

三重県地域包括ケア研修「地域包括ケアの推進に向けて」（2013.7-8）大西資料



http://www.pref.mie.lg.jp/CHOJUS/HP/ninchisho/



25 キャリアブレイン 2011年06月06日

あなたの地域の場合は？

Total 
289万

Total 
351万

43% 55%

住をどう考えるか

 「本研究では、新しい参酌標準として「地域ケア率」とい

う指標を提案している。これは、「在宅介護で複数機能（訪問系
サービスと通所系サービス、もしくは、短期入所など）のサービ
スを併用し、かつ、その費用が在宅介護支給限度額比率が 8 割以

上である利用者の割合」を指している」（地域包括ケア推進のた
めの地域診断の方法と活用事例）

 「サービス付き高齢者向け住宅という住まいの問題が非常に強調
されていますが、そこへ高齢者を集めて定期巡回訪問をするとい

うのは、考えようによっては人間のブロイラー化だと心配す
る人もいる」（認知症を生きる人たちから見た地域包括ケア．高
見国生認知症の人と家族の会代表理事「京都式認知症ケアを考え
るつどい」実行委員会．2012.10）

三重県地域包括ケア研修「地域包括ケアの推進に向けて」（2013.7-8） 大西資料



まとめ
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地域包括ケアはアウトカムのＱＯＬ化。

共通言語とコミュニケーション方法を

地域で持ち合う必要がある。地域包括

ケアのキモは包括評価と情報共有と、

スピードではないか。

地域包括ケアを進めるのいくつかのモデル

モデル１．病院中心
モデル２．診療所中心

モデル３．地域包括支援C中心 モデル４．行政主導型


